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②
誘
致
企
業
の
雇
用
実
態
と
、
ど
の
よ
う

な
雇
用
対
策
を
求
め
て
き
た
の
か
。

③
労
働
者
の
相
談
窓
口
体
制
は
整
っ
て
い

る
か
。
今
後
の
対
応
策
は
。

①
産
直
の
推
奨
、
既
存
企
業
の

拡
充
支
援
、
観
光
資
源
の
顕
在

化
を
進
め
て
い
ま
す
。

②
製
造
業
で
は
正
規
従
業
員
の
割
合
は

70
％
か
ら
85
％
、
物
流
業
で
は
10
％

程
度
と
な
り
ま
す
。

③
企
業
に
は
正
規
雇
用
の
拡
大
を
求
め

て
い
ま
す
が
負
担
に
な
ら
な
い
よ
う

に
取
り
組
み
ま
す
。

国
保
税
へ
の
減
免
・
軽
減
策
を

　

国
保
税
の
減
免
、
軽
減
策
は
滞

納
者
が
生
ま
れ
な
い
よ
う
に
申
請

減
免
を
更
に
充
実
さ
せ
、
短
期
保
険
証
、

資
格
証
明
書
の
発
行
は
極
力
控
え
る
べ
き

で
は
な
い
か
。

　

現
行
制
度
を
維
持
し
な
が
ら
、

「
断
続
的
滞
納
が
発
生
し
て
い
る

方
」
の
状
況
を
見
極
め
な
が
ら
対
処
し

て
ま
い
り
ま
す
。

桜井　博義 議員
少人数学級を拡大せよ
県の動向を注視し対応

　

①
少
人
数
学
級
の
実
施
を
ど
の

よ
う
に
評
価
し
て
い
る
か
。
今
後
、

全
学
年
に
拡
大
す
べ
き
で
は
な
い
か
。

②
貧
困
、
格
差
社
会
が
教
育
現
場
ま
で
及

び
、
学
校
集
金
に
支
障
き
た
し
て
い
る

実
態
に
ど
う
対
応
し
て
い
る
か
。

③
学
校
施
設
耐
震
化
の
判
定
結
果
と
今
後

の
耐
震
化
計
画
は
。

①
学
習
面
、
生
活
面
共
に
良
い

効
果
が
見
ら
れ
た
。
拡
大
に
つ
い

て
は
施
設
整
備
の
問
題
も
あ
り
、
県

教
育
委
員
会
の
動
向
を
見
な
が
ら
対

応
し
た
い
。

②
保
護
者
負
担
の
軽
減
に
努
め
、
就
学

援
助
制
度
の
周
知
を
図
り
ま
す
。

③
耐
震
性
能
上
問
題
と
指
摘
さ
れ
た
の

は
鵜
飼
小
の
２
棟
、
滝
二
小
の
２
棟
、

姥
屋
敷
の
屋
内
運
動
場
で
す
。

　
　

校
舎
の
補
強
工
事
は
早
期
に
進
め

る
、
屋
内
運
動
場
は
全
面
的
な
改
修

が
必
要
の
た
め
地
域
と
協
議
し
な
が

ら
進
め
ま
す
。

雇
用
対
策
の
取
り
組
み
状
況
は

①
就
労
支
援
対
策
の
取
り
組
み
と
、

そ
の
評
価
は
。
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▲姥屋敷小中学校屋内運動場
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保
険
料
負
担
増
は
明
ら
か

個
別
で
は
増
加
世
帯
あ
る

武
田　

猛
見 

議
員

　

75
歳
以
上
の
方
は
、
昭
和
８
年

以
前
に
生
ま
れ
、
戦
争
の
影
響
を

大
き
く
受
け
て
お
り
、
女
性
も
数
多
く
の

被
害
を
受
け
て
い
る
。
戦
後
も
苦
労
の
な

か
で
自
己
の
資
産
形
成
が
で
き
な
か
っ
た

方
が
多
く
、
後
期
高
齢
者
制
度
は
、
人
権

を
無
視
し
た
も
の
で
あ
る
。

①
厚
労
省
は
、
7
割
の
世
帯
は
保
険
料
が

減
少
す
る
と
言
っ
て
る
が
、
村
の
実
態

は
ど
う
か
。

②
被
保
険
者
の
普
通
徴
収
者
の
人
数
と
内

訳
は
。

③
介
護
保
険
料
の
普
通
徴
収
者
で
、
75
歳

以
上
の
所
得
別
未
納
の
状
態
は
。

④
こ
の
制
度
で
高
齢
者
の
暮
ら
し
は
成
り

立
つ
か
。

①
モ
デ
ル
世
帯
で
は
減
少
の
結

果
で
す
が
、
個
別
に
見
る
と
増

加
世
帯
も
あ
り
ま
す
。

②
普
通
徴
収
者
は
１,
５
１
８
名
で
す

が
、
７
２
０
名
は
10
月
か
ら
特
別
徴

収
に
な
り
、
約
８
０
０
名
が
７
月
か

ら
普
通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

③
介
護
保
険
の
未
納
は
、
19
年
度
は
67

名
で
17
％
に
な
り
、
１
〜
４
段
階
で

56
名
で
す
。

④
不
満
や
指
摘
も
あ
る
が
、
軽
減
措
置

も
あ
り
理
解
が
得
ら
れ
る
と
期
待
し

て
い
ま
す
。

住
民
税
減
免
に
実
効
性
が
な
い

①
負
担
増
に
よ
る
相
談
と
、
減
免

要
綱
施
行
後
の
相
談
は
あ
る
か
。

②
生
活
困
窮
世
帯
の
基
準
引
き
上
げ
の
考

え
は
。

①
納
付
期
数
の
増
加
や
期
限
の

延
長
な
ど
の
相
談
が
10
数
件
あ

り
ま
し
た
が
、
減
免
の
相
談
は
あ
り

ま
せ
ん
。

②
負
担
感
は
増
加
し
て
い
ま
す
が
現
行

で
進
め
ま
す
。

明
日
に
つ
な
が
る
農
業
再
生
を

①
農
業
再
生
は
、
価
格
保
障
と
所

得
補
償
が
欠
か
せ
な
い
。
担
い
手

の
育
成
は
家
族
経
営
を
基
本
と
し
た
集

落
営
農
で
す
。
村
の
考
え
は
。

②
関
係
団
体
と
行
政
、
農
家
が
ひ
と
つ
に

な
っ
て
協
議
す
る
恒
常
的
な
組
織
が
必

要
と
考
え
る
が
。

①
価
格
保
障
・
所
得
補
償
は
、

一
定
の
条
件
の
元
で
必
要
と
考

え
ま
す
。
ま
た
、
農
業
を
担
っ
て
い

る
の
は
家
族
経
営
で
あ
り
、
機
械
の

共
同
利
用
や
作
業
の
受
委
託
な
ど
支

援
を
進
め
ま
す
。

②
研
究
・
協
議
を
進
め
ま
す
。
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▲農業がきびしい中でも、豊作願って指導に聞き入る
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